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保健医療システムの強靭性を高めるためのグローバルな連帯の促進： 

G7 広島サミットへの提案  

2023 年 G7 グローバルヘルス・タスクフォース 

世界は、パンデミック、戦争・紛争、気候変動など複数の危機から生じた諸課題

を抱える不確実な新時代に入っている。こうした背景の下、2023 年 5 月に日本は主

要 7 カ国首脳会議（G7）の議長国として、広島で首脳会議（G7 サミット）を、長

崎で保健大臣会合をそれぞれ主催する。  

日本の外交政策は、国家安全保障を補完するものとして人間の安全保障アプロー

チを採用することにより、個人とコミュニティの安全保障を重視している。このア

プローチは、公衆衛生および安全保障上の重大な脅威から人間を守り、困難な状況

に対処する能力を育成し、構造的な不公平に対処するための努力を導くものである。

2023 年 1 月、岸田文雄内閣総理大臣は、人間の安全保障とユニバーサル・ヘルス・

カバレッジ（UHC）に対するビジョンを、G7 広島サミットでの議論の基本原則とし

て発表した1。UHC は、社会経済的な状態にかかわらず、全ての人の健康を守るも

のであり、人間の安全保障に不可欠なものである2。

2023 年 G7 グローバルヘルス・タスクフォースは、 G7 のグローバルヘルスに関

する議論を導引するために、日本国際交流センターによって組織された、学際的で

多様な関係者で構成されるタスクフォースである。我々は、G7 のリーダーが緊急に

取り組むべき 2 つのグローバルヘルス課題を特定した。１つ目は、公衆衛生上の緊

急事態や健康に対する多様な脅威に柔軟に対応できるよう、保健システムの強靭性

を高めることである。もう１つは、現在の地政学的な緊張と変化の中で、グローバ

ルヘルス・アーキテクチャを変革し強化することによって、連帯を高めることであ

る。 我々は、G7 が、人間の安全保障アプローチとグローバルヘルス・アーキテク

チャの変革を通じて、上記 2 つの課題に対処するために、以下の行動を取るよう提

言する。

最初の提言は、UHC を達成するための各国主導の努力を後押しすることにより、

公衆衛生上の緊急事態に対する強靭性を向上させることである。私たちは、低・中

所得国が、薬剤耐性（AMR）への取り組みを含むパンデミックに対する予防・備え・

対応（PPR）を UHC 国家戦略に統合する努力を、G7 が支援するよう提言する。ア

ウトブレイクの兆候を早期に察知し、保健医療サービスに対する需要の増加に迅速

に対応するためには、最前線の医療従事者、コミュニティ・ネットワーク、サーベ

イランス、保健医療施設、研究・実験施設、水・衛生、サプライチェーンを強化す

る必要がある。UHC と健康安全保障の共通基盤として3、ジェンダー・トランスフ

ォーマティブ・アプローチを通じた4プライマリヘルスケア（PHC）に焦点を当てる
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べきである。また、著しい不平等の中で感染症と相互に絡み合った非感染性疾患に

取り組むことは、PPR を推進する重要な前提条件となる5。保健システムをより強靭

なものにするために、G7 は、非感染性疾患の増加のみならず、人権に基づくアプロ

ーチを通じて6、構造的な社会の不公平に立ち向かわなければならない。 

とりわけ、低・中所得国 における UHC の達成に向けた国主導の取り組みを進め

るため、G7 メンバーと保健関連の国際機関は対外支援の協調を図り、効率性を担

保することが必要である。インフレや巨額の債務によって財政的な圧迫が強まって

いる状況にあっては、持続可能性などの共通原則に基づく協調が求められる。この

根強い問題は、支援機関のアセスメント、モニタリング、評価などの調和を促進す

るためのロードマップの作成と、進捗を監視するための説明責任メカニズムの構築

によって対処し得る。また、各国主導の取り組みを共同で支援するため、国内資源

の動員を含む、持続可能かつ効率的な UHC 資金調達に関する知見のグローバルな

拠点を創設する可能性を G7 が検討するよう推奨する。  

二番目に、公衆衛生の脅威に対する強靭性を高めるために、我々は、共有財とし

ての感染症危機対応医薬品等（MCM）7へのタイムリーかつ公平なアクセスを促進

する包括的なアプローチを推奨する。そのためにはまず、PPR の一環として、AMR

などの既存の健康への脅威に対処するために、研究開発への長期的な投資を拡充す

る必要がある。その際、ワクチン、診断薬、治療薬に焦点を当てる必要がある8。タ

イムリーなアクセスを保証するために、グローバルな優先病原体に関する公的およ

び非営利の研究開発資金提供機関間のグローバルな調整を促進する必要がある。ま

た、規制当局や臨床試験のためのグローバルなプラットフォーム間の連携も、規制

の調整や研究開発のグローバルな整合化を通じて強化されるべきである。具体的に

は、G7 は、メンバー国の研究開発資金提供機関と規制当局に対し、MCM の研究開

発、臨床試験、承認プロセスを促進するための詳細な連携計画に合意するよう求め

ることができる。また、G7 は、公的な研究開発資金提供におけるアクセスに関する

共通枠組みを構築し、開発された製品のパブリックアクセス要件を規定することも

できよう。  

MCM の製造及び調達の多様化と能力拡大は、G7 の政策課題として優先されるべ

きである。自発的な特許実施許諾（ライセンシング）と技術移転は、推進可能な 2

つの具体的行動である。我々は、G7 が「アクセス・イニシアチブ」を立ち上げ、研

究開発の加速化を、資金アレンジメントやデリバリー（提供）・パートナーシップ

の制度化を含む MCM のタイムリーなデリバリーと公平なアクセスに結びつける方

法について議論を促進することを強く求める。このイニシアティブは、G209や、そ

の他のパートナーとの緊密な連携の下、国際機関、グローバルサウスを含む産業界、

学術界、種々のステークホルダーやコミュニティ、市民社会組織の参加を得た包括

的なものでなければならない。 
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三番目に、グローバルな連帯を確保するため、G7 は、グローバルレベル及び地域

レベルにおいて、保健分野を超えて国家及び非国家アクター間の効果的な協力を促

進する、資金のあり方を含む多層的なグローバルヘルス・ガバナンスを強化すべき

である。さらに、G7 は、PPR に関する世界保健機関（WHO）の法的文書10や国際

保健規則（IHR）の改正を目指すすべての議論において、PPR の規範に関する合意

を推進し得る。UHC と健康安全保障に対するグローバルなコミットメントを維持す

るために、G7 は、2023 年 9 月 20～22 日に開催される PPR、UHC、結核に関する各

国連総会ハイレベル会合に向けたハイレベルなガバナンスの創設を後押しし得る。

健康危機時の資金動員を可能とするサージファイナンスを含む PPR の持続可能な

資金を確保する革新的な方法は、G20 財務・保健合同タスクフォースとの密接な連

携を通じて議論されるべきである。  

COVID-19 の経験に基づき、我々は、保健システムの強靭性を高めるために、各

国の公衆衛生施策に関わるリーダー間の調整に加え、特に低・中所得国において、

より効果的なサーベイランス、緊急医療従事者の強化11、製造・調達の拡大のため

の、地域拠点を強化することも推奨する。また、G7 は、地域レベルのデータシステ

ムとプロセスを標準化し、相互運用できるようにすることで、グローバルな連帯を

促進し得る。  

グローバルな連帯を促進するための G7 の努力においては、健康が依存するグロ

ーバルなシステムの脆弱性を気候変動がいかに増大させているかについて認識し

なければならない12。G7 は、国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）13で提

唱された気候変動に強靭な低炭素な保健システムに対するコミットメントを強化

すべきである。さらに、ヒトの健康、動物、植物、環境の相互関連性に対処するた

めに、G7 は、ワンヘルス（One Health）共同行動計画14に関するマルチセクター間

の協力を監視・促進するワンヘルス・トラックを設置し得るであろう。 

日本が 2023 年 G7 議長国を務めることは、複数の危機に共同で対処するための環

境を整え、保健システムの強靭性を高めるためのグローバルな連帯を促進する重要

な機会を提供する。そのためには、世界中でより平和で豊かな安定した社会を促進

するために、人間の安全保障と UHC の双方に注意を払うことが必要である。  
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